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１．は じ め に
　1990年代以降，購買，生産，販売の各システムを統合して機能横断的に
情報を共有化し，全体最適という視点から経営資源を効率的に配分しうる
統合型の情報システムの構築が注目を集めている。さらに，仕入先や顧客
を含めた企業間連携を情報システムによって支援しようとする取り組みも
注目されている。このような情報システム構築は，ERP（Enterprise 
Resource Planning）や SCM（Supply Chain Management）といった概念にみる
ことができる。また，国内市場の飽和，縮小に伴う事業のグローバル展開
によって国境を越えた物財の供給の連鎖を合理化する情報システムの構築
や，グローバルに各拠点の情報を収集するための統一的な情報システムの
構築が注目されている。企業内の諸機能を情報システムによって統合する
段階から，グループ経営やグローバル経営の進展によって国内拠点や海外
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拠点を含めたグローバルな情報システムの統合段階へと移行する企業も増
えてきている。
　このような情報システム構築では，一般的に原材料の調達が頻繁におこ
なわれ，生産プロセスが自動化され，さらに顧客が最終消費者であるよう
な組立型産業での適用例が多い。一方で，企業がグローバル展開する過程
において，グローバルに統合された情報システムをあらゆる企業が共通的
に選択し構築するわけではないであろう。また素材型産業の企業でも同じ
ような傾向があるのかないのか，素材型産業での情報システム構築にはど
のような特徴があるのかは必ずしも明らかにされていない。
　わが国有数の歴史と規模を誇り，国内および海外に複数の拠点を有する
素材型産業Ａ社について，我々はこれまでにＡ社の国内拠点と海外拠点で
経営管理，生産管理，情報システム，経理などの担当者に国際化戦略，情
報システム，業績評価，海外子会社管理などの視点からインタビュー調査
をおこなってきている 1）。本稿では，インタビュー調査のうちＡ社の国際
化戦略と情報システムとの関係について明らかにする。
２．日本企業の国際化戦略
⑴　国際化の変遷
　経済産業省（2013）の第42回海外事業活動基本調査 2）によれば，2011年
度末における海外現地法人は１万9,250社（製造業8,684社：45.1％，非製造業
1）　一連の調査は，横浜国立大学の溝口周二教授を研究代表者とする平成15年
度から平成24年度までの科学研究費補助金をもとにおこなわれた（溝口，
2005；2007；2009；2012a）。
2）　この調査対象は，海外に現地法人を有するわが国の企業（金融業，保険業
及び不動産業を除く）と，その企業の出資比率が10％以上の外国法人と，同
出資比率が50％以上の海外子会社が50％以上の出資をおこなっている海外孫
会社とを対象にしている。
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１万566社：54.9％）となっており，今日多くの企業が海外に進出してい
る 3）。企業の国際化とは，企業の経営活動が国境を越えておこなわれるこ
とであり，市場と事業活動の基地が海外に展開されることを言う（伊丹・
加護野，1989，137頁）。ここに，市場とは製品の販売市場と事業活動の投入
資源の調達市場であり，また事業活動の基地とは開発，調達，生産，販売
といった活動の場である。市場と事業活動の場を海外に求める場合には輸
出，海外現地生産，技術供与（ライセンス）といった国際化が考えられる。
一方で，海外からモノ，カネ，ヒトあるいは技術などを受け入れて経営活
動をおこなうような輸入，技術導入，外国企業との合併といった国際化も
考えられる。
　販売市場をもとめて国内で生産した製品を海外市場へ販売するための輸
出は，企業の国際化の基本的な形態であると言ってよく，そのような国際
化の歴史は戦後からみても60年以上を有する。輸出による国際化の初期の
段階では，日本企業の場合は商社が仲介役となって間接輸出という形態を
とることが多く，メーカーが直接海外市場へ製品を輸出するケースはあま
り多くはなかった。しかし，輸出が増えるとともに海外現地生産への転換
が徐々におこなわれて企業の国際化が本格化した。海外直接投資という観
点から日本企業の国際化を概観すると，第一の転機となったのは1985年の
プラザ合意に伴う円高である。それまでの輸出中心の国際化は，急激な円
高によって転換をせまられた。また，自動車や電器製品など欧米諸国への
3）　製造業の中では，輸送機械1,720社（19.8％），化学1,088社（12.5％），情報
通信機械1,007社（11.7％）という順で現地法人数が多い。一方で，非製造業
の中では，卸売業5,318社（50.3％），サービス業1,587社（15.0％），運輸業
1,019社（9.6％）という順である。また，2011年度末の地域別の海外現地法
人数は，アジア地域は１万2,089社（62.8％），北米地域は2,860社（14.9％），
ヨーロッパ地域は2,614社（13.6％）となっており，全地域の６割を占めてい
るアジア地域を中心に日本企業の国際化が展開されている。
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輸出が急増したことによって輸出相手国との間に貿易摩擦が生じることに
なった。円高対策 や貿易摩擦の解消のために，多くの輸出産業は一気に生
産拠点を海外へと移したのである。この1985年を境にわが国の海外直接投
資は急増しており，輸出から海外生産へと企業の国際化が転換したという
点でこの年を「グローバル経営元年」と捉えることができる（吉原，
2011）。1990年代中盤からは海外直接投資は再度拡大していった。これま
での貿易摩擦の解消といった海外生産から，安価な労働力を確保しコスト
競争力を高めようとする逆輸入や，より市場に近いところで生産をおこな
い販売の機会を拡大させようとする国際化が進展していったのである。
　以上のとおり，企業の国際化は，海外で製品を販売する販売の国際化
（輸出）にはじまり，次に工場を海外に建設し製品を生産し日本へ輸入し
たり現地に供給したりする生産の国際化の段階に進んだ。さらに現在で
は，現地に合わせた製品の開発をおこなうために研究開発の国際化の段階
に進展してきている（吉原，2011，49頁）。
（２）国際化の動機
　企業の国際化の本来的な理由には，第一に市場を求めて国際化するこ
と，第二に資源を求めて国際化することの二つが挙げられる（伊丹・加護
野，1989，138頁）。第一の理由は，主として国内販売市場の飽和あるいは
衰退という限界を乗り越えていくため，企業が成長するため販売市場を海
外に求めることである。この理由による国際化は，企業の国際化の最初の
段階としての輸出によっておこなわれてきた。第二の理由は，石油や鉄鉱
石といった資源を求めてその調達市場を国外にもとめて輸入することであ
る。あるいは，求める資源の移動が困難な場合に，事業活動の基地そのも
のを国外に移転しその資源の調達をすることがある。たとえば，安価な労
働力という資源を求めて海外に生産活動の場を設ける国際化が顕著な例で
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ある。
　経済産業省（2013）の調査によれば，2011年度の海外での新規投資ない
し追加投資をおこなった日本企業の本社が投資を決定した理由では，「現
地の製品需要が旺盛又は今後の需要が見込まれる」と回答した企業の割合
が７割となった。続いて「納入先を含む他の日系企業の進出実績がある」，
「進出先近隣三国で製品需要が旺盛又は今後の拡大が見込まれる」，「良質
で安価な労働力が確保できる」となっている。図表１はこれらの投資理由
を経年比較したもので，「現地の製品需要が旺盛又は今後の需要が見込ま
れる」と「進出先近隣三国で製品需要が旺盛又は今後の拡大が見込まれ
る」の割合が高まってきている。反対に，「良質で安価な労働力が確保で
きること」を投資決定ポイントとする割合は低下する傾向にある。このよ
うに，海外への進出はもはや従来の安価な労働力を確保してコスト競争力
を備えた製品の日本向けあるいは第三国向けの製品の生産基地を目指した
国際化から転換しつつある。
図表１　投資決定ポイント（上位４位）の経年比較
（単位：％）
2004年度 2008年度 2011年度
現地の製品需要が旺盛又は
今後の需要が見込まれる
61.2 65.1 73.3
納品先を含む他の日系企業の
進出実績がある
41.0 27.2 32.2
進出先近隣三国で製品需要が
旺盛又は今後の拡大が見込まれる
18.2 21.7 26.4
良質で安価な労働力が確保できる 46.7 29.6 23.5
出所：経済産業省（2013）にもとづいて筆者が作成。
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⑶　本社と海外子会社との関係性
　企業の国際化が進展すると，海外子会社が増加し活動の分散化が高まる
ことになる。企業の国際化において，企業戦略の観点から海外子会社に対
してどのような役割をもたせるのか，あるいは分散化した海外子会社をど
のように調整し統合していくのかといったことが課題となる。Bartlet ＆ 
Ghoshall（1989）は，世界で成功している多国籍企業９社を，産業の視点
（家電，トイレタリーおよび通信）と地域別の視点（アメリカ，ヨーロッパおよ
び日本）からとりあげて組織や戦略などを調査している。その調査結果か
ら本社と海外子会社の調整メカニズムについて，本社が子会社をどのよう
に管理するのかという視点から企業の類型化を提示した。それによれば，
企業はマルチナショナル型，グローバル型，インターナショナル型の三つ
のタイプに分類されるという。
　マルチナショナル型は，海外子会社の自律性が高くて海外現地への適応
にすぐれた長所をもつ企業のタイプでヨーロッパの多国籍企業に多くみら
れる特徴だとされた。海外子会社の自律性が高いということは，本国親会
社のコントロールが強くなく，海外子会社の経営にはあまり干渉しないと
いうことが言える。そのため，海外子会社は，自ら現地の市場に適応して
いくことが強く求められることになる。海外子会社が自ら得た知識とノウ
ハウは，そこだけに蓄積されて，それが本社や他の海外子会社に移転され
ることがないのが特徴である。
　インターナショナル型は，その企業の強みとなるような機能は本国親会
社でおこない，その他の機能については海外子会社に移譲するような，革
新的な開発と学習伝達に優れた長所をもつ企業のタイプである。このタイ
プの企業は，アメリカの多国籍企業に多くみられる特徴であるとされた。
このタイプの特徴は，本社が強い権限を有していてそこで核となる知識と
ノウハウが蓄積されているが，海外子会社にはそれを前提としながらもあ
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る程度の活用の幅が与えられているように自律的に経営をおこなわせる点
が特徴である。
　グローバル企業は，本国親会社にすべての権限が集中し，集権化による
意思決定によって効率的に経営をおこなうという特徴をもつ企業のタイプ
である。このタイプの企業には，日本の多国籍企業に多くみられる特徴だ
とされた。海外子会社は親会社にあらゆる面で管理されるので自律性は低
いが，親会社は世界の市場を一つとして捉えて標準的な製品によってコス
ト面での優位性を追求することになる。知識やノウハウはすべて親会社に
おいて開発され，海外子会社は親会社の戦略を忠実に実行する役割を果た
すように機能する点が特徴である。
　図表２は，これらの三つのタイプを要約したものである。Bartlet ＆ 
Ghoshall（1989）は，企業の国際化においては，それぞれのタイプの特徴
をあわせもつトランスナショナル型へ発展する必要性を主張する。国際化
では，能力やノウハウなどの共有化，協調的な問題解決といったように統
合ネットワーク型の連合体を指向しなければならないという。国際化で事
図表２　国際化企業のタイプ
組織の特徴
マルチナショナル
企業
グローバル企業
インター
ナショナル企業
能力と組織力の構
成
分散型
海外子会社は自立し
ている
中央集中型
グローバル規模
能力の中核部は中央
に集中させ他は分散
させる
海外事業が果たす
役割
現地の好機を感じ取
って利用する
親会社の戦略を実行
する
親会社の能力を適応
させ，活用する
知識の開発と普及
各組織単位内で知識
を開発して保有する
本社で知識を開発し
て保有
中央で知識を開発し
て海外の組織単位に
移転する
出所：Bartlet ＆ Ghoshall（1989，訳書79頁）.
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業単位の専門化が進展し分散する中で，それぞれの相互依存の関係を強く
もつことが求められる。
⑷　日本企業の国際化戦略の特徴
　Bartlet ＆ Ghoshall（1989）の類型化にもあるように，日本企業は親会社
による権限の集権化の程度が高いのが特徴であった。日本企業は，グロー
バル統合の重要性の認識は高いが現地適応の重要性に関する認識は低いと
位置づけられており，規模の経営とグローバルな効率性の追求が戦略の特
徴となる。吉原（1988）は，日本企業の国際化戦略の特徴を次のように指
摘している。
　・　 これまでの国内で蓄積した各種の経営資源を海外子会社に移転する
こと
　・　海外子会社の役割は日本の親会社が決めた戦略を実行すること
　・　海外子会社は親会社に依存していること
　・　日本人の手による経営であること
　・　日本中心というワンウェイであること
　このように，日本企業の特徴は，中央に親会社が位置し，周辺に子会社
が配置される。経営資源はすべて中央に集中化し，中央から周辺へ一方向
に流れる。組織は中央で意思決定されかつコントロールされ，海外子会社
の経営は日本人によっておこなわれる点が特徴である。
①　経営資源の海外子会社への移転
　現代における日本企業の国際化戦略の中心は海外生産である。海外生産
には，現地市場向けの海外生産と第三国向け輸出用の海外生産とがある。
いずれの生産においても，日本企業は日本国内で蓄積してきた知識やノウ
ハウを，海外生産にそのまま適用する生産技術の国際移転戦略を特徴とし
ている（吉原，2011）。日本国内で独自に開発してきた生産管理システムや
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品質管理手法を含めた，自社独自の生産方式をそっくりそのまま海外生産
に移転するのである。海外子会社の成長は，親会社が国内で蓄積した経営
資源が競争力の源泉となるか否か，また競争力のある経営資源が海外子会
社に適切に移転できるかにかかっている。海外子会社に提供できる世界に
通用する技術，ノウハウ，ブランドあるいは資金などの経営資源は，日本
国内で蓄積されるのであってその経営資源によって海外子会社の経営が左
右される（吉原，2011）。
　経済産業省（2013）の調査をみれば，販売，生産，調達の各活動の国際
化は進展している。しかし，日本企業は，研究開発活動の国際化では他国
の企業とは異なる動きをみせており，日本国内にその活動拠点が置かれる
のが通常である。経済産業省（2013）の調査による2011年度の現地法人製
造業の研究開発費の状況は図表３のとおりである。研究開発費は，2011年
度末で3,934億円であり海外研究開発比率 4）では3.5％となっている。前年
度と比較すると研究開発費も海外研究開発比率も上昇しているものの，
2003年度からの両者の数値には大幅な増減はなくほぼ一定である。このこ
とは，製造業においては日本国内から海外へと生産活動，販売活動および
調達活動は大きくシフトしているものの，研究開発活動の主体はこれまで
どおり日本国内であることがわかる。これまで日本で開発された高機能な
製品などをそのまま海外市場に展開してきた日本企業は，新興国市場では
むしろ製品が高価で不必要な機能を備えているといった理由で苦戦してい
る現状も指摘されている。現地適応という点から現地ニーズに即した製品
の開発が急務であり，そのために研究開発活動の国際化が今後ますます要
求されるであろう。しかしながら，日本企業の競争力の源泉は，先にも指
摘したとおり国内経営の成否である。現地ニーズを満たすような研究開発
4）　海外研究開発比率＝現地法人研究開発費／（現地法人研究開発費＋国内研
究開発費）×100.0。
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図表３　現地法人の研究開発費の状況
（出所）　経済産業省（2013）。
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が海外で必要になったとしても，革新的な研究開発は日本国内に留まるこ
とになるであろう。
②　海外子会社の出資形態
　海外子会社の出資形態には，① 親会社の出資比率が100％の完全所有子
会社，② 過半数所有（50％超から100％未満）の合弁会社，③ ちょうど50％
所有の合併会社，④ 50％未満の少数所有の合併会社がある。海外子会社
の出資形態を決定する所有戦略は，① 経営支配，② 経営資源および③ 現
地化の三つで決まるという（吉原，2001，181頁）。経営支配の確保では親会
社の出資比率が引き上げられ，経営資源（販売網，資金，技術）の補完では
合弁会社にして親会社の出資比率は低下することになり，現地政府の現地
化政策では参入する企業の出資比率はできるだけ低く抑えようとする。
　従来，日本企業の海外子会社所有戦略は合弁志向で，国際化の初期段階
では特にその傾向が強かった。これは海外進出先が先進国であっても新興
国であってもこの傾向に相違はなかった。つまり，資本の現地化政策など
の出資制限政策をとっていない先進国においても合弁会社形態が多いとい
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うことである。また，日本企業の特徴として，多数企業参加型の合弁が多
く，1970年代では商社や日本企業が２社以上参加して海外事業を営むケー
スが多かった（吉原，2001，187頁）。しかし，近年では完全所有の形態をと
る企業が増えているという（吉原，2001，189-193頁）。これは，商社の力を
借りて国際化を進めてきた企業がもはやその力を借りる必要がなくなるま
での経験と学習を積み重ねたことによると考えられる。
３．Ａ社の国際化戦略
⑴　Ａ社へのインタビューの概要
　わが国に本社を置く素材型企業Ａ社は，1880年代に創業した東京証券取
引所第１部に上場する国内をはじめ世界各国にも拠点をもつわが国有数の
企業の一つである。2012年３月期決算は，連結売上高約１兆円，連結従業
員数約５万人の規模を擁する。Ａ社は，非鉄金属製品の生産販売を主な事
業としており，その後，その事業で培われた技術をもとに顧客のニーズに
応じて電線，伸銅，アルミ，プラスチック成型など多様な製品を開発し製
造してきている。今日まで素材型製品の総合メーカーとして業界で確固た
るブランドを築いている。Ａ社は取り扱っている製品分野ごとに構成され
た六つのカンパニーを有しており，各カンパニーは各事業分野において大
幅に権限移譲されており自律的な経営を推し進めていることが特徴であ
る。Ａ社では，半導体の材料や通信ケーブル，自動車用電線を成長の柱と
考えており，とくに新興国で拡大戦略をとっている。
　これまで我々は，Ａ社の本社や国内と海外の子会社に対して経営戦略，
組織構造，業績評価，情報システムなどについてインタビュー調査を継続
しておこなってきている。Ａ社の本社では事業担当役員，情報システム担
当者などに対して，国内と海外の子会社ではトップマネジメント，生産担
当役員および経理担当者などに対して主として半構造化インタビュー調査
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をおこなってきた。インタビュー調査の日程，場所および応対者は図表
４ 5）のとおりである。
5）　インタビューの時間には工場見学の時間も一部含まれている。なお，応対
者の肩書はインタビュー当時のものである。
図表４　Ａ社と子会社に対する調査記録
日程と時間 場　　　所 応　対　者
2003年８月27日
（３h）
情報システム（IS）子会社
サービス事業
情報システム部長，IS子会社常
務取締役，IS子会社総務部長
2006年11月９日
（１h）
Ａ社本社 金属カンパニー企画管理部長，総
務部長，人事課長
2006年12月22日
（2.5h）
Ａ社本社 経営企画室情報システム担当管理
者，本社人事総務部課長，IS子
会社常務取締役，金属事業カンパ
ニー長・企画管理部長・課長
2007年１月11日
（４h）
中国（無錫）
金属事業
社長，副社長，営業担当，工場担
当
2007年１月12日
（２h）
中国（無錫）
金属事業
社長，副社長，営業担当，工場担
当
2007年８月20日
（４h）
台湾
金属事業
社長，営業部長，工場長，管理部
長，Ａ社日本子会社社長，Ａ社経
営企画室主査
2008年９月12日
（２h）
Ａ社本社 自動車用電線カンパニー長，企画
統括部員
2008年10月24日
（2.5h）
日本子会社工場
自動車用電線事業
工場長，生産技術部長，生産管理
部員，Ａ社企画統括部員
2008年10月24日
（２h）
日本子会社本社
自動車用電線事業
人事総務部長，管理本部経理部
員，品質保証部グループ
長，生産技術部主査，生産管理部
主査，Ａ社企画統括部員
2008年11月６日
（４h）
チェコ
自動車用電線事業
社長，工場長
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2010年３月５日
（3.5h）
ベトナム
電線事業
社長，副社長
2010年３月５日
（４h）
ベトナム
自動車用電線事業
社長，企画本部長，経理部長
2010年11月１日
（５h）
インドネシア
エネルギー・産業機材事業
（現地上場会社）
社長，技術担当部長
2010年11月２日
（３h）
インドネシア
自動車用電線事業
副社長
2010年11月２日
（１h）
インドネシア
情報通信材事業
社長
2012年２月28日
（３h）
中国（深圳）
自動車用電線事業
社長，工場長，経理部長
2012年９月12日
（２h）
Ａ社本社 本社人事総務部長
2013年２月８日
（４h）
タイ
自動車用電線事業
社長，工場長，総務部長
2013年２月11日
（３h）
タイ
金属事業（現地上場会社）
社長 FITECから受注・在庫シス
テム
2013年２月11日
（３h）
タイ
金属事業
社長，日本人工場長，現地統括会
社経理担当
⑵　Ａ社の国際化の歴史
　Ａ社の国際化の歴史は長い。国際展開の最初は1950年代に日本国内にお
いて先進国企業との合弁で子会社を設立し事業を開始している。この時代
は，日本企業の技術レベルは先進国企業とはかい離しており，国内合併会
社を設立し先進国企業から技術を導入・習得した。Ａ社も先進技術の導入
を目的としたと思われる先進国企業との国内合併が1970年代まで続いてい
る。1968年には，マレーシアでＡ社初となる海外生産目的の海外子会社が
合弁で設立される。続く1970年代では，日本の商社との合弁などで海外生
産子会社が設立されている。1980年代は，アメリカへの進出が各事業単位
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でおこなわれるが，とくに電線事業の生産販売拠点が次々に設立される。
1990年代はアジア地域への進出が重点的におこなわれているが，ケーブル
事業や金属事業，軽金属事業が中心となって海外展開されている。2000年
代に入ると自動車用電線事業のアジア地域への進出が中心となる。
　Ａ社は多角化戦略を日本国内で進めてきているが基本的には創業時の事
業から製品種類を増やしたり，既存製品の延長線上にある製品へ展開した
り，あるいは素材から加工組立てへと垂直展開も図っている。それらの製
品別事業単位で市場を海外に求めて国際化を展開してきている。
⑶　Ａ社の国際化戦略パターン
　Ａ社は国内において長年蓄積してきた世界に通用する強い製品や生産技
術といったものを有している。国際化においては，基本的に日本国内で蓄
積されたカネ，人材，技術，ブランドなどの経営資源を，海外子会社に対
して提供する体制をとっている。
　Ａ社が海外子会社に対して供与している経営資源のうち主なものは第一
にカネと人材である。海外子会社の所有戦略では，それぞれの進出国等の
事情があるので画一的ではなく合弁会社や完全所有会社の形態が混在して
いるが，経営権を支配できるような形態が考えられており，すべての海外
子会社で日本人が経営トップを務めて，Ａ社の意向が反映される形で経営
が進められている。いずれの海外子会社でも日本人管理者を最低限配置
し，現地採用の管理者に任せるような現地化を進めている。しかし，これ
は第一義的には日本人の人件費が高いからでありコスト削減を目的にして
いる。そのため，トップの管理者を現地人に委ねるような現地化までは考
えられていない。その点では，Ａ社は集権的な体制の中で親会社であるＡ
社の意向がすぐさま海外子会社に伝達され，海外子会社の役割はＡ社が決
めた戦略を忠実に実行することである。
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　第二に，海外子会社はＡ社の技術を全面的に受け入れている。現地生産
においても日本の生産方式やマネジメント・スタイルをそのまま持ち込ん
でいるのである。生産システムは，いずれの海外子会社においても日本国
内で使用されていたものをそのまま移植して使用している。そのため，新
製品生産の立ち上げ，トラブル発生の対処，技術指導などの目的で日本か
ら技術指導者が海外子会社に派遣される体制がとられており，海外子会社
は技術面でもＡ社に大きく依存している。
　このようにＡ社の海外子会社は，資金，日本人幹部の人材，技術供与と
いう支援を受けながら経営を進めている点で，典型的な日本企業にみられ
るパターンとしての国際化戦略を採用している。Ａ社の海外子会社は，一
定程度の現地適応を図りながらも日本的な経営を移転する戦略をとってい
る。Bartlet and Ghoshall（1989）の類型化にしたがえば，一定金額以上の
投資案件はＡ社の承認が必要であったり，新製品の研究開発はＡ社が日本
国内でおこないそれを海外子会社に展開していくなど，基本は中央集権的
なグローバル型の特徴を有しているとみることができる。ただし，スタッ
フや経営幹部の現地採用と登用，会計や税務，情報システムといった分野
に関しては海外子会社が自律的におこなっている 6）。また，金属事業や通
信ケーブル事業の海外子会社は現地市場への近接を目的として海外展開し
たことで取引先が現地企業であるのに対して，自動車用電線事業の海外子
会社は日系企業の海外展開に伴って進出したり，あるいは日本向けの製品
供給を目的とした海外進出である点で，取引先企業が日系企業である。顧
客が現地企業か日系企業かという違いは，経営の自律性について若干の差
6）　粟田・高津（2013）では，海外子会社の管理において，経営者の登用や調
達の分野においては日本本社主導で進められるものの，スタッフの登用，税
務・会計，情報システムの分野については海外子会社が自律的におこなって
いることを指摘している。
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もたらしていた。現地企業と取引する海外子会社は，現地適応化が重要と
なり新規顧客の開拓といった権限をもち自律的な経営が要求され，親会社
への依存度は低下する傾向にあった。一方で，低コスト生産を役割として
日系企業と取引する海外子会社は，親会社との高度な調整を必要とし，親
会社主導で業務が遂行されるので親会社への依存度は高くなる傾向にあっ
た。
⑷　Ａ社の国際化戦略の今後の展開
　Ａ社では，日本国内での需要の低迷，あるいは先進国での市場の成長に
陰りが見えるなかで，成長市場として注目されている新興国市場に今後も
積極的に展開していく方針である。現在，Ａ社での海外売上高比率は約30
％程度あるが，今後はさらなる展開を図りそれが50％となる目標を掲げて
いる。世界市場の動向を捉え，各国に展開されている生産拠点や販売拠点
を再編しながら対応していくようである。たとえば，自動車用電線事業の
最近の戦略展開をみてみる。
　Ａ社の祖業に関係する自動車用電線事業は，後発であると言ってよく，
日本国内の業界では第３位の位置づけである。周知のとおり，自動車産業
の国際化は古くから輸出という形からおこなわれており，近年ではより市
場に近いところでの現地生産に移行している。自動車産業は，自動車メー
カーと部品メーカーとが一体となって研究開発や生産管理などを進め，品
質が良い自動車を世界に供給している。従来から自動車産業全体の企業間
の結びつきは強いので，自動車メーカーの海外現地生産への移行は，必然
的に部品メーカーの国際化を推し進めることとなる。Ａ社の自動車用電線
事業においても，自動車メーカーや取引先企業に乞われて国際化を図って
いった。Ａ社が生産する自動車用電線は，生産に手作業を多く必要とし人
件費の負担が高い点が特徴である。そのため，人件費の安い新興国に生産
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工場を建設し，現地に進出した日系自動車メーカーに部品供給するのと同
時に，日本国内の自動車メーカーの拠点にも部品を供給してきている。
1990年代では，中国地域に工場を建設し，そこから日本の自動車メーカー
の国内拠点向けに部品を供給してきたが，2000年代に入ると人件費が中国
より安いと言われているベトナムに日本国内への供給の主力拠点を移し
た。ベトナムの拠点は，日本向けの拠点として設計機能を日本から移植し
たり，あるいは周辺地域のマザー工場として機能している。ただ，タイで
2011年に発生した大洪水などから一極集中によるリスクを軽減するため
に，今後はベトナムからフィリピンへその機能の一部を移管し，フィリピ
ンを日本国内向け拠点として稼働させる予定であるという。また，中国で
の高まる需要に対応するために，これまで中国各地で個別に展開されてい
た生産拠点や販売拠点を，調達，生産および販売という観点から，あるい
は資金面から全体的な最適化を図るために地域統括会社を設立した。
　自動車用電線事業は，もともと金属事業の製品の応用として垂直的な事
業展開をしてきたものである。両事業を結び付けているのは研究開発であ
る。金属事業で培った技術を自動車用電線事業に応用するための研究開発
をおこなっていくことで，出遅れた自動車用電線事業の巻き返しを図って
いる。近時，これまでの銅線材による自動車用電線に代わる軽量という特
徴をもつアルミニウム線材による自動車用電線の開発に成功している。
　このようにＡ社は，日本国内で蓄積された強力な技術力を有しており，
その強みを利用してグローバルに事業を展開している。そのため，Ａ社が
革新的な研究開発を担当し，海外子会社に対する人材，技術供与をおこな
う集中型の戦略は今後も継続されることに相違はないように思われる。そ
れは結局，日本国内で培ってきたグローバルに優位性を保てる技術力があ
るからこそ可能となる戦略でもあると言える。新興国市場では，安価な部
材や製品が求められる傾向がある。ある企業では，国内市場では新製品や
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先進的な技術を適用したハイテク製品を供給し，一方で海外では古いモデ
ル製品といったローテク製品を供給するような戦略をとる。そのような中
でＡ社は，日本と同じ生産技術で同じ品質の製品を供給するという製品戦
略をとっている。この戦略の場合，新興国企業との価格競争に競り勝つこ
とはできないものの，確たる技術に裏付けされた品質の高いＡ社の製品
は，新興市場がやがてさらなる成長と成熟化に向けて進展していく過程で
信頼を勝ち取り市場を占めていく可能性がある。
４．Ａ社の情報システム
⑴　Ａ社の情報化の変遷
　Ａ社の情報化は，1950年代に給与計算や会計業務への PCSを導入した
のを端緒として，今日まで経営の要請に対応しながら情報技術の進展とと
もに進められてきている。1960年代にはホストコンピュータを会計システ
ム，販売管理システムに導入，1970年代には連結決算システム，統一会計
システム，生産管理オンラインシステムを構築している。1980年台の前半
では，ダム端末を各拠点に配置して専用線による集中処理をおこなってい
る。1980年代後半では，LAN回線をつうじて各拠点からファイル転送に
よる会計システムのオンライン化がなされ，この段階で基幹業務システム
の統合が完成しているとみることができる。さらにこの年代には情報シス
テム部門を分社化し，本社の情報システム部では全社情報システムの企
画・推進機能を担い，情報システム子会社ではシステム開発，運用，保守
の機能を担い，情報システム組織の機能分担をおこなっている。1990年代
はクライアント／サーバの処理に移行し CIM（Computer Integrated 
Manufacturing）が構築されている。2000年代に入ると，ネットワーク・コ
ンピューティングのもと連結経営の支援のため会計を含む基幹業務システ
ムの再構築をおこなっている。
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　経営環境が複雑さを増す中で，とりわけグループ経営やグローバル経営
において個別最適から全体最適へと転換が要求される。しかしながら，Ａ
社は先に述べたとおり多様な製品を生産販売していること，各カンパニー
が自律的に経営を進めていることによって各カンパニー，各子会社で個別
的に情報システムを構築する傾向がある。構築される情報システムは，情
報システム子会社による自社開発であったり，ERPパッケージを導入し
たりする場合もある。子会社において ERPパッケージを導入していると
ころも多いが，ERPパッケージのベンダーが異なっていたり，同じ ERP
パッケージのベンダーであっても導入されるモジュールが異なっていたり
する。このようにカンパニーごとに取引関係に沿って独自のシステム化が
なされているものの，各国内拠点では一応の統合型のシステム環境が整備
されている。カンパニー間では取扱っている製品，生産設備，生産方法が
異なるために A社グループ全体で30以上の生産管理システムが稼働して
おり，これらをすべて統合することは現実的には難しい。ただし，部分的
には集中購買への対応などを進めており，2000年代初めには資材調達に関
する EDI（Electronic Data Interchange）を構築してネットワーク経由で企業
間の受発注データや決済データを電子的におこなっている。
⑵　Ａ社海外子会社の情報化
　Ａ社の情報システム構築は，情報システム子会社への委託を基本としな
がら，各カンパニーや国内と海外の子会社が自律的におこなっている。と
くに，海外子会社では，日本人社長の権限で，情報システム構築を主導し
ているので，情報システム子会社へ委託する場合もあれば，費用面等から
現地の情報システムを採用することもあり海外拠点ごとに対応は異なる。
我々がこれまで現地調査したＡ社の海外子会社は，主として金属事業と自
動車用電線事業である。現状でＡ社主導のグループ企業全体での統一的な
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システム構築はとくに海外拠点ではおこなわれていないが，いずれの事業
においても基本はＡ社の国内各カンパニーで利用してきた生産技術，生産
管理システムを海外子会社に移管している。この点について粟田・高津
（2013）は，わが国の海外進出企業の海外子会社では，独自に情報システ
ムを導入する傾向があると指摘している。ただし，海外子会社の情報シス
テムの推進において，会計システムや給与管理システムなどは現地子会社
で推進する傾向が高く，一方で，生産管理システムは日本本社主導でおこ
なわれ日本国内で運用されているシステムを移植する形が取られる傾向が
ある（長坂，2007）。これは，まずは海外拠点に対して生産設備，生産管理
システムを移植し生産をスムーズに開始し生産を安定化させるということ
が目的だからで，海外進出による生産を早く軌道に乗せる点では十分であ
る。一方で，会計システムや給与管理システムは，各国の会計制度や税
制，商慣習に違いがあるために，グループで統一されたものを導入するの
ではなく，進出拠点の実情に則したシステムを導入するためである。その
ため，連結決算対応を含めて海外子会社の業績は個別の処理結果を本社報
告用に表計算ソフトなどで加工し，本社へ送信するケースが多い 7）。Ａ社
の場合も，海外子会社では統一的な会計システムは導入されていないの
で，その業績はWeb上の統一的なフォーマットから毎月各拠点の担当者
が入力しＡ社へ送信される。
　一般的に，組立加工産業では顧客が不特定多数で，取り扱う部品や仕入
先企業が多数であるために ERPに代表されるような統一的かつ大規模な
情報システムを構築する傾向にある。一方で，Ａ社の特徴として，資材調
7）　近年グループ経営を進めるうえで，国内外に展開するグループ企業の情報
システムを統一のものにする企業が増えてきている。統一の情報システムを
すべての拠点に導入することで，情報がリアルタイムに収集されたり，拠点
間で異なる業務プロセスを統一し効率化されることが期待されている。
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達がグループ内であったり，生産プロセスが単純で顧客も限定されてい
る。海外拠点では，国内拠点よりもさらに顧客が限定的であったり，資材
調達のリードタイムが長くなることもあることから，国内拠点のような統
合型の情報システムの構築への投資優先度は低い。たとえば，受発注情報
に関しては，電話や電子メールを利用して担当者が取引先に確認をとる形
で進められていた。このように，必ずしもコンピュータにもとづいた情報
システムは必要なく，比較的単純な情報システムを構築する傾向があり，
海外子会社での統合型の情報システム構築のケースは少なかった。自動車
用電線事業のうち国内向けの輸出を担っている一部の海外子会社において
は，設計情報，生産情報，在庫情報などを国内拠点と共有化している事例
があったものの，多くの海外子会社において企業内機能の情報システムに
よる統合化と，Ａ社グループの情報システムとの統合化はされていない。
しかし，今後，海外拠点の再編によってグローバルでの最適化を目指す段
階では，本社情報システム部門の主導による全社的視点の資源の効率的な
管理を支援する情報システムの再構築が必要となるであろう。
５．結びに代えて
　これまでＡ社グループの情報システム構築の状況を，Ａ社および国内と
海外の各拠点におけるインタビュー調査をつうじて明らかにしてきた。Ａ
社では，国内拠点と海外拠点の子会社において異なるタイプの情報システ
ムが導入されていることが明らかになった。これは，各拠点における情報
システムの構築を各拠点の子会社が自律的におこなっているためである。
日本企業は，本社による集中的な管理を海外子会社に展開する傾向があ
り，Ａ社においても経営人材，技術供与などそのような傾向が認められ
た。しかし，Ａ社においては海外子会社の情報システムの構築にＡ社自身
が直接的に関与しないことが明らかにされた。
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　先行研究では，企業の情報システム構築は，情報技術の水準のみによっ
て説明されるのではなく，企業固有の組織特性（経営戦略スタイルや組織文
化）に応じて適合的，選択的に構築されることが明らかにされている（河
合，2009）。インタビュー調査からＡ社をみると，国内拠点ではカンパニー
ごとに独自の情報システムを構築しているが，統合型の情報システム環境
がすでに整備されている。一方，海外拠点では国内拠点と同種の製品を生
産していても生産環境など異なる組織特性をもっており，国内拠点のよう
な情報システムの運用環境は実現されていなかった。ただし，海外拠点で
は，生産プロセスが単純であるなどの理由によって比較的簡易な情報シス
テム構築がなされているが，必要とされる情報は得られていたのである。
このようにＡ社においては，国内拠点と海外拠点との組織特性の相違か
ら，異なるタイプの情報システムが適合的に併存し，統一的な情報システ
ムを運用している状況ではなかったのである。
　海外子会社がグループとの連携によらずそれぞれ単独で事業展開をして
いる状況下においては，個別の情報システム導入でも対応できるであろ
う。しかし，すでにＡ社では，地域統括会社を設立して CMS（cash 
management system）を導入するなど，地域での最適化を考える段階に移行
してきている。その点で，今後は次の段階の国際化あるいはグループ経営
に向けて，海外子会社の組織特性要因が変化する場合には，海外子会社に
おいて情報システムの再構築を検討する時期がやってくるはずである。
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